
整理番号 １

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業 事業実施計画期間 平成27年度～平成31年度(5年間）

事業実施地区名 三八上北森林計画区 事業実施主体 東北森林管理局
さんぱち かみ きた

（都道府県名） （青森県） 三八上北森林管理署

事業の概要・目的 本計画の対象は、青森県南東部に位置する三八上北森林計画区内の国有
林野79,193haである。
当計画区は、下北半島付け根の丘陵地帯と計画区西側の八甲田山系に大

別され、林況は、スギやアカマツの人工林が4割、ブナやヒバを主とする天
然林が6割を占めている。
当計画区内は十和田八幡平国立公園をはじめとして優れた景観と自然環

境を有する地域であり、「奥羽山脈緑の回廊」等も所在し、登山、湖沼・
渓谷散策のほか十和田湖等の有名景勝地の観光施設が整っており、森林を
利用した保健休養の場として四季を通じて多くの人々に利用されている。
木材産業については、古くから広葉樹の木材加工産業やパルプ産業が盛

んであるとともに、今後針葉樹の大型加工施設が稼働する予定であり、林
業の活性化に取り組んでいる地域である。また、豊かな森林資源を利用し
て、キノコや山菜を利用した林産物加工業が地域の重要な産業となってい
る。さらに、本計画区内には水源地が多く所在することから、国有林は用
水源等として重要な役割を担っている。
この地域に所在する森林は、天然青森ヒバの評価が高く国有林において

も天然青森ヒバの供給、今後収穫量が増大するスギの安定供給を通じた産
業振興に寄与することが期待でき、貯水機能と炭素貯蔵の機能を有してい
る森林について適切な森林整備を行い、これらを通じて供給される木材の
有効活用を図ることが二酸化炭素の排出削減と低炭素社会の構築に寄与し、
公益的機能と木材生産機能を発揮することとなる。
このため、本事業においては森林の有する公益的機能の発揮、低炭素化

社会、地元優良国産材の需給率向上に向け、植栽等の更新作業、間伐等の
保育作業及び効率的な森林整備を推進するための路網整備を実施し、森林
の重視すべき機能区分に応じた機能の発揮、間伐材等の木材利用推進に資
することを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 １，０１１ｈａ
保育面積 １２，４０５ｈａ

路網整備 開設延長 ３６．９ｋｍ
総 事 業 費 ３，８３７，０４３ 千円

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） ３１，１５７，９２４ 千円

総 費 用（Ｃ） ４，８０２，０９０ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ６．４９

事業評価技術検討 森林整備を行うことで、用水源などの公益的機能の発揮と青森ヒバ生産、
会の意見 針葉樹大型加工施設などの木材生産等を通じた地域振興への寄与が発揮さ

れることから事業の必要性が認められる。

評価結果 ・必要性 土砂流出防止、水質浄化等の公益的機能の発揮、炭素固定等
の地球温暖化対策、木材の安定供給、地元特産材供給（青森ヒ
バ）及び国有林内での地域振興等に応えるため本事業の必要性
が認められる。

・効率性 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

・有効性 国有林の地域別森林計画に即した事業内容であり、地域特性
を踏まえた計画的な森林整備により、森林の有する機能を十分
に発揮させる有効な事業と認められる。

新規地区採択にあたって、費用対効果分析及び各観点からの
評価を踏まえ、森林の機能に応じた適切な森林整備が効率的に
計画されているものと認められる。



整理番号 ２

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業 事業実施計画期間 平成27年度～平成31年度(5年間）

事業実施地区名 大 槌 ・気 仙 川 森林計画区 事業実施主体 東北森林管理局
おおつち け せんがわ

（都道府県名） （岩手県） 三陸中部森林管理署

事業の概要・目的 本計画の対象は、岩手県南東部に位置する大槌・気仙川森林計画区内の
国有林野29,050haである。
当計画区は、北上高地から太平洋沿岸に向け東傾している地帯で、大槌

川、小槌川、気仙川等が太平洋へと注いでいる。
林況は、スギやカラマツ等の人工林が5割、ブナやナラ等の天然林が5割

を占めている。
当計画区内はリアス式海岸をはじめとして優れた景観と自然環境を有す

る地域であり、三陸復興国立公園や五葉山県立自然公園等が所在している。
これらの地域は、景勝地の観光施設が整っているとともに、森林を利用

した保健休養の場として四季を通じて多くの人々に利用されている。
また、「気仙スギ」、「気仙大工」の言葉に象徴されるように従来より林

業が盛んであり、木材加工施設の整備が進められるなど林業・木材産業の
活性化に取り組んでいる地域である。
この地域に所在する森林は、木材の安定供給と震災復興用木材等の供給

を通じた産業振興や漁業・養殖産業に与える影響が大きいことから、森林
の機能が各方面に大きく寄与することが期待でき、適切な森林整備を行う
ことにより供給される木材の有効活用を図ることが二酸化炭素の排出削減
と低炭素社会の構築に寄与し、木材生産機能、水源涵養機能等の公益的機
能を発揮することとなる。
このため、本事業においては森林の有する公益的機能の発揮、低炭素化

社会、地元国産材の需給率向上に向け植栽等の更新作業、間伐等の保育作
業及び効率的な森林整備を推進するための路網整備を実施し、森林の重視
すべき機能区分に応じた機能の発揮、間伐材等の木材利用推進に資するこ
とを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 ４１５ｈａ
保育面積 ５，５７５ｈａ

路網整備 開設延長 １５．２ｋｍ
総 事 業 費 １，７７５，４５５ 千円

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） １６，７７６，３７５ 千円

総 費 用（Ｃ） ２，２６１，２２９ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ７．４２

事業評価技術検討 森林整備を行うことで、公益的機能の発揮と気仙スギブランドを活用し
会の意見 たの木材生産等を通じた地域振興への寄与が発揮されることから事業の必

要性が認められる。

評価結果 ・必要性 土砂流出防止、水質浄化等の公益的機能の発揮、炭素固定等
の地球温暖化対策、木材の安定供給、地元特産材供給（気仙ス
ギ）及び国有林内での振興等に応えるため本事業の必要性が認
められる。

・効率性 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

・有効性 国有林の地域別森林計画に即した事業内容であり、地域特性
を踏まえた計画的な森林整備により、森林の有する機能を十分
に発揮させる有効な事業と認められる。

新規地区採択にあたって、費用対効果分析及び各観点からの
評価を踏まえ、森林の機能に応じた適切な森林整備が効率的に
計画されているものと認められる。



整理番号 ３

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業 事業実施計画期間 平成27年度～平成31年度(5年間）

事業実施地区名 雄物川森林計画区 事業実施主体 東北森林管理局
お もの がわ

（都道府県名） （秋田県） 秋田森林管理署

事業の概要・目的 本計画の対象は、秋田県の中央部から南部に位置する雄物川計画区内の
国有林野111,054haである。
当計画区は、奥羽山系から日本海に向け西傾している地帯で、南北方向

に雄物川が貫流し、岩見川等の支流を集め日本海へ注いでいる。
林況は、スギ等の人工林が3割、ブナ等の天然林が7割を占めている。
当計画区内は十和田八幡平国立公園や田沢湖をはじめとして優れた景観

と自然環境を有する地域であり、貴重な動植物が多く生息する原生的な天
然林等があり、この天然林等を維持・保全するため、「葛根田川・玉川源
流部森林生態系保護地域」を設定しているほか、県立自然公園等も所在し
ている。
これらの地域は、登山、湖沼・渓谷散策のほか玉川温泉や田沢湖等の景

勝地の観光施設が整っているとともに、アクセスが良好なことから森林を
利用した保健休養の場として四季を通じて多くの人々に利用されている。
また、南部では樺細工、北部ではスギ等の木材加工産業が盛んであると

ともに、豊かな森林資源を利用して、キノコや山菜を利用した林産物加工
業が地域の重要な産業となっている。上流に位置する森林は全国でも有数
の穀倉地帯、秋田平野の用水源等として重要な役割を担っている。
この地域に所在する森林は、スギ等の評価が高く国有林においてもスギ

等の木材の安定供給を通じた産業振興に寄与することが期待でき、貯水機
能と炭素貯蔵の機能を有している森林については適切な森林整備を行い、
これらを通じて供給される木材の有効活用を図ることが二酸化炭素の排出
削減と低炭素社会の構築に寄与し、公益的機能と木材生産機能及び水源涵
養機能を発揮することとなる。
このため、本事業においては森林の有する公益的機能の発揮、低炭素化

社会、地元優良国産材の需給率向上に向け、植栽等の更新作業、間伐等の
保育作業及び効率的な森林整備を推進するための路網整備を実施し、森林
の重視すべき機能区分に応じた機能の発揮、間伐材等の木材利用推進に資
することを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 ５９７ｈａ
保育面積 ８，９３３ｈａ

路網整備 開設延長 ３７．１ｋｍ
総 事 業 費 ３，１０７，５９５ 千円

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） ２８，３１７，２６３ 千円

総 費 用（Ｃ） ３，９７０，８４２ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ７．１３

事業評価技術検討 森林整備を行うことで、用水源などの公益的機能の発揮とスギ等の木材
会の意見 生産等を通じた地域振興への寄与が発揮されることから事業の必要性が認

められる。

評価結果 ・必要性 土砂流出防止、水質浄化等の公益的機能の発揮、炭素固定等
の地球温暖化対策、木材の安定供給、地元国産材供給及び国有
林内での振興等、地域の要請に応えるため本事業の必要性が認
められる。

・効率性 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

・有効性 国有林の地域別森林計画に即した事業内容であり、地域特性
を踏まえた計画的な森林整備により、森林の有する機能を十分
に発揮させる有効な事業と認められる。

新規地区採択にあたって、費用対効果分析及び各観点からの
評価を踏まえ、森林の機能に応じた適切な森林整備が効率的に
計画されているものと認められる。



整理番号 ４

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業 事業実施計画期間 平成27年度～平成31年度(5年間）

事業実施地区名 雄物川森林計画区 事業実施主体 東北森林管理局
お もの がわ

（都道府県名） （秋田県） 秋田森林管理署湯沢支署

事業の概要・目的 本計画の対象は、秋田県南部に位置する雄物川森林計画区内の国有林野
43,767haである。
当計画区は、東方に奥羽山系、西方に出羽山地、南方に栗駒山等があり

三方を山地に囲まれている。南方の栗駒山、神室山からは役内川や皆瀬川
が雄物川と合流し横手平野を貫流している。
林況は、スギ等の人工林が2割、ブナ等の天然林が8割を占めている。
当計画区内は栃ヶ森、神室山をはじめとして優れた景観と自然環境を有

する地域であり、貴重な動植物が生息する原生的な天然林等があり、「栗
駒山・栃ヶ森森林生態系保護地域」を設定しているほか、「奥羽山脈緑の
回廊」等が所在している。
これらの地域は、登山、湖沼・渓谷散策のほか、秋ノ宮温泉や小安峡等

の景勝地の観光施設が整っているため、森林を利用した保健休養の場とし
て四季を通じて多くの人々に利用されている。
また、木材生産業や木材加工産業が盛んな地区であるとともに、豊かな

森林資源を利用して、キノコや山菜を利用した林産物加工業が観光地と連
携した地域の重要な産業となっており、主要河川の上流に位置する森林は
穀倉地帯の横手平野の用水源等として重要な役割を担っている。
この地域に所在する森林は、木材の安定供給を通じた産業振興に寄与す

ることが期待でき、貯水機能と炭素貯蔵の機能を有している森林について
は適切な森林整備を行い、これらを通じて供給される木材の有効活用を図
ることが二酸化炭素の排出削減と低炭素社会の構築に寄与し、公益的機能
と水源涵養機能及び木材生産機能を発揮することとなる。
このため、本事業においては地域の要請に応えるとともに森林の有する

公益的機能の発揮、低炭素化社会、地元国産材の需給率向上に向け植栽等
の更新作業、間伐等の保育作業及び効率的な森林整備を推進するための路
網整備を実施し、森林の重視すべき機能区分に応じた機能の発揮、間伐材
等の木材利用推進に資することを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 １９８ｈａ
保育面積 １，４５６ｈａ

路網整備 開設延長 ３１．５ｋｍ
総 事 業 費 １，２１８，２７１ 千円

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） ４，９３３，２７３ 千円

総 費 用（Ｃ） １，３５７，６４４ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．６３

事業評価技術検討 森林整備を行うことで、公益的機能の発揮とスギ等の木材生産等を通じ
会の意見 た地域振興への寄与が発揮されることから事業の必要性が認められる。

評価結果 ・必要性 土砂流出防止、水質浄化等の公益的機能の発揮、炭素固定等
の地球温暖化対策、木材の安定供給、地元国産材供給及び国有
林内での振興等、地域の要請に応えるため本事業の必要性が認
められる。

・効率性 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

・有効性 国有林の地域別森林計画に即した事業内容であり、地域特性
を踏まえた計画的な森林整備により、森林の有する機能を十分
に発揮させる有効な事業と認められる。

新規地区採択にあたって、費用対効果分析及び各観点からの
評価を踏まえ、森林の機能に応じた適切な森林整備が効率的に
計画されているものと認められる。



整理番号 ５

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業 事業実施計画期間 平成27年度～平成31年度(5年間）

事業実施地区名 最上村山森林計画区 事業実施主体 東北森林管理局
も が み むら やま

（都道府県名） （山形県） 山形森林管理署

事業の概要・目的 本計画の対象は、山形県中央部に位置する最上村山森林計画区内の国有
林野77,072haである。
当計画区は、東は奥羽山脈、西は朝日山地、南は頭殿山、北は葦草森山

と四方を山々に囲まれた盆地状の地帯で中央部を最上川が貫流している。
林況は、スギ等の人工林が2割、ブナやナラとする天然林が8割を占めて

いる。
当計画区内は「磐梯朝日国立公園」、「蔵王国定公園」、をはじめとして

優れた景観と自然環境を有する地域や森林レクリエーションの適地を多く
有する地域である。
これらの地域は、観光地、森林レクリエーション、名勝とが一体となっ

て自然景観や風致を構成している森林であり、有名観光施設があることや
アクセスが良いことから保健休養の場として四季を通じて多くの人々に利
用されている。
また、豊かな森林資源を利用して製材業・木材産業が発達しており、キ

ノコや山菜を利用した林産物加工業が山間地域の重要な産業となっており、
主要河川の上流に位置する森林は穀倉地帯の庄内平野の用水源等として重
要な役割を担っている。
この地域に所在する森林は、木材の安定供給を通じた産業振興に寄与す

ることが期待でき、貯水機能と炭素貯蔵の機能を有している森林について
は適切な森林整備を行い、これらを通じて供給される木材の有効活用を図
ることが二酸化炭素の排出削減と低炭素社会の構築に寄与し、公益的機能、
水源涵養機能、木材生産機能を発揮することとなる。
このため、本事業においては森林の有する公益的機能の発揮、低炭素化

社会、地元国産材の需給率向上に向け植栽等の更新作業、間伐等の保育作
業及び効率的な森林整備を推進するための路網整備を実施し、森林の重視
すべき機能区分に応じた機能の発揮、間伐材等の木材利用推進に資するこ
とを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 ５９３ｈａ
保育面積 ２，３３４ｈａ

路網整備 開設延長 ３０．９ｋｍ
総 事 業 費 １，８７４，４４６ 千円

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） ９，２８０，９１２ 千円

総 費 用（Ｃ） ２，２０１，８９２ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．２１

事業評価技術検討 森林整備を行うことで、用水源などの公益的機能の発揮、観光地を活か
会の意見 した林産加工品供給やスギ等の木材生産等を通じた地域振興の寄与が発揮

されることから事業の必要性が認められる。

評価結果 ・必要性 近年大雨による被害が多発している地区であり、土砂流出防
止、水質浄化等の公益的機能が求められていることや、炭素固
定等の地球温暖化対策、木材の安定供給、地元国産材供給及び
国有林内での振興等、地域の各種要請に応えるため本事業の必
要性が認められる。

・効率性 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

・有効性 国有林の地域別森林計画に即した事業内容であり、地域特性
を踏まえた計画的な森林整備により、森林の有する機能を十分
に発揮させる有効な事業と認められる。

新規地区採択にあたって、費用対効果分析及び各観点からの
評価を踏まえ、森林の機能に応じた適切な森林整備が効率的に
計画されているものと認められる。



整理番号 ６

事 前 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業 事業実施計画期間 平成27年度～平成31年度(5年間）

事業実施地区名 最上村山森林計画区 事業実施主体 東北森林管理局
も が み むら やま

（都道府県名） （山形県） 山形森林管理署最上支署

事業の概要・目的 本計画の対象は、山形県北部に位置する最上村山森林計画区内の国有林
野106,954haである。
当計画区は、東は奥羽山脈、西は虚空蔵岳、南は葦草森山、北は丁岳と

四方を山々に囲まれた地帯で、計画区中央を最上川が鮭川等支流を集め日
本海へと注いでいる。
林況は、スギ等の人工林が3割、ブナやナラとする天然林が７割を占めて

いる。
当計画区内は、「栗駒国定公園」、をはじめとして優れた景観と自然環境

を有する地域や森林レクリエーションの適地を多く有する地域である。
これらの地域は、観光地、森林レクリエーション、名勝とが一体となっ

て自然景観や風致を構成している森林であり、有名観光施設があることや
アクセスが良いことから保健休養の場として四季を通じて多くの人々に利
用されている。
また、豊かな森林資源を利用して素材生産業・製材業及び木材産業が発

達しており、大型製材工場が林業の活性化に寄与しているとともにキノコ
や山菜を利用した林産物加工業が地域の重要な産業となっており、主要河
川の上流に位置する森林は用水源等として重要な役割を担っている。
この地域に所在する森林は、木材の安定供給を通じた産業振興に寄与す

ることが期待でき、貯水機能と炭素貯蔵の機能を有している森林について
は適切な森林整備を行い、これらを通じて供給される木材の有効活用を図
ることが二酸化炭素の排出削減と低炭素社会の構築に寄与し、公益的機能、
水源涵養機能、木材生産機能を発揮することとなる。
このため、本事業においては地域の要請に応えるとともに森林の有する

公益的機能の発揮、低炭素化社会、地元国産材の需給率向上に向け植栽等
の更新作業、間伐等の保育作業及び効率的な森林整備を推進するための路
網整備を実施し、森林の重視すべき機能区分に応じた機能の発揮、間伐材
等の木材利用推進に資することを目的とする。

主な事業内容 森林整備 更新面積 １，０１４ｈａ
保育面積 ５，２５２ｈａ

路網整備 開設延長 ３６．９ｋｍ
総 事 業 費 ２，９４７，２１２ 千円

費用対効果分析 総 便 益（Ｂ） １７，５５２，４３２ 千円

総 費 用（Ｃ） ３，６５７，９１８ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．８０

事業評価技術検討 森林整備を行うことで、用水源などの公益的機能の発揮とスギ等を利用
会の意見 した大型製材工場の木材生産等を通じた地域振興への寄与が発揮されるこ

とから事業の必要性が認められる。

評価結果 ・必要性 土砂流出防止、水質浄化等の公益的機能の発揮、炭素固定等
の地球温暖化対策、木材の安定供給、地元国産材供給及び国有
林内での振興等、地域の要請に応えるため本事業の必要性が認
められる。

・効率性 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

・有効性 国有林の地域別森林計画に即した事業内容であり、地域特性
を踏まえた計画的な森林整備により、森林の有する機能を十分
に発揮させる有効な事業と認められる。

新規地区採択にあたって、費用対効果分析及び各観点からの
評価を踏まえ、森林の機能に応じた適切な森林整備が効率的に
計画されているものと認められる。


